
　

聞
き
出
そ
う
と
す
る
電
話
に
注
意

　

し
て
く
だ
さ
い
。

●
問
い
合
わ
せ

　
ポ
イ
ン
ト
還
元
窓
口　

消
費
者
向
け

☎
０
１
２
０
（
０
１
０
９
７
５
）

■ 

自
動
車
の
購
入
の
支
援

　

自
家
用
自
動
車
を
購
入
す
る
人
に

は
、さ
ま
ざ
ま
な
支
援
が
あ
り
ま
す
。

●
自
動
車
税
減
免
（
軽
自
動
車
対
象
外
）

　

令
和
元
年
10
月
以
降
に
初
回
新
規

登
録
を
受
け
た
自
家
用
車
は
、
自
動

車
税
が
車
両
ご
と
に
毎
年
減
税
に
な

り
ま
す
。
２
，
０
０
０
CC
以
下
の
コ

は
韓
国
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
す
。

先
進
国
の
多
く
が
日
本
よ
り
高
い
税

率
を
定
め
て
お
り
特
に
欧
州
諸
国
な

ど
で
は
消
費
税
率
は
20
％
前
後
の
国

が
ほ
と
ん
ど
で
す
。

　

ま
た
、
欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
に
加

盟
す
る
国
々
で
は
標
準
税
率
の
下
限

が
15
％
に
設
定
さ
れ
る
な
ど
、
消
費

税
に
重
き
を
お
い
て
い
る
国
は
多
く

あ
り
ま
す
。
今
回
の
増
税
で
世
界
各

国
の
基
準
に
よ
り
近
く
な
り
ま
し

た
。

　

消
費
税
に
よ
る
増
収
分
の
主
な
使

い
道
と
、
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応
な

ど
に
つ
い
て
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

全
体
で
広
く
負
担
を
分
か
ち
合
う
こ

と
が
で
き
る
税
で
す
。

　

所
得
の
低
い
人
へ
の
配
慮
と
し
て

食
料
品
や
生
活
必
需
品
の
一
部
の
税

率
を
８
％
に
据
え
置
く「
軽
減
税
率
」

が
実
施
さ
れ
ま
す
。

②
税
収
が
安
定
的

　

消
費
税
収
は
、
経
済
動
向
な
ど
の

変
化
に
左
右
さ
れ
に
く
い
と
い
う
特

徴
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
皆
さ

ん
の
生
活
を
支
え
る
社
会
保
障
制
度

を
安
定
的
で
持
続
可
能
な
も
の
に
す

る
た
め
の
財
源
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い

税
で
す
。

　
　
　

世
界
各
国
と
の
比
較

　

日
本
の
消
費
税
率
10
％
と
並
ぶ
の

全
て
社
会
保
障
に
充
て
ら
れ
る
予
定

で
す
。
以
前
は
税
収
の
使
い
道
は
高

齢
者
中
心
だ
っ
た
の
に
対
し
て
、
今

回
か
ら
は
待
機
児
童
の
解
消
や
幼
児

教
育
・
保
育
の
無
償
化
な
ど
に
も
消

費
税
を
活
用
し
、
使
い
道
が
子
育
て

世
代
に
も
拡
大
さ
れ
ま
す
。

　
　
　

な
ぜ
財
源
が
消
費
税
な
の
か

　

消
費
税
が
社
会
保
障
の
財
源
と
し

て
使
わ
れ
る
主
な
理
由
は
２
つ
あ
り

ま
す
。

①
負
担
を
分
か
ち
合
う
た
め

　

消
費
税
は
物
や
サ
ー
ビ
ス
を
購
入

す
る
際
、
国
民
の
誰
も
が
負
担
し
ま

す
。
そ
の
た
め
、
現
役
世
代
な
ど
特

定
の
世
代
に
負
担
が
偏
ら
ず
、
国
民

10
月
１
日
か
ら
消
費
税
が
1010
％
に
変
更

％
に
変
更

さ
れ
ま
し
た
。
消
費
税
は
普
段
の
生
活
に

さ
れ
ま
し
た
。
消
費
税
は
普
段
の
生
活
に

関
わ
る
最
も
身
近
な
税
の
一
つ
で
す
。

関
わ
る
最
も
身
近
な
税
の
一
つ
で
す
。

「
軽
減
税
率
っ
て
な
に
？
」、「
消
費
税
が

「
軽
減
税
率
っ
て
な
に
？
」、「
消
費
税
が

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
の
？
」、「
町

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
の
？
」、「
町

で
は
ど
ん
な
取
り
組
み
が
あ
る
の
？
」
な

で
は
ど
ん
な
取
り
組
み
が
あ
る
の
？
」
な

ど
消
費
税
の
「
な
ぜ
」
を
正
し
く
理
解
す

ど
消
費
税
の
「
な
ぜ
」
を
正
し
く
理
解
す

る
と
よ
り
良
い
明
日
が
見
え
て
き
ま
す
。

る
と
よ
り
良
い
明
日
が
見
え
て
き
ま
す
。

より子育ての
しやすい環境

より充実・
安心な老後

支え手の
広がり

・少子化対策
・女性・高齢者も働き
　やすい環境づくり

　

急
増
す
る
社
会
保
障
費
を
現
役
世

代
が
支
え
る
に
は
限
界
が
あ
り
、「
全

世
代
型
の
社
会
保
障
」
へ
の
転
換
が

必
要
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
　
　

全
世
代
型
の
社
会
保
障
制
度

　

消
費
税
増
税
に
よ
る
増
収
分
は
、
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1970 2015 2060（暦年）

人口（万人）■14歳以下人口 ■15～ 64歳人口 ■65歳以上人口

739万人
（7.1％）
739万人
（7.1％）
739万人
（7.1％）

3,347万人
（26.6％）
3,347万人
（26.6％）
3,347万人
（26.6％）

3,464万人
（39.9％）
3,464万人
（39.9％）
3,464万人
（39.9％）

4,418万人
（51.0％）
4,418万人
（51.0％）
4,418万人
（51.0％）

7,629万人
（60.7％）
7,629万人
（60.7％）
7,629万人
（60.7％）

7,212万人
（68.9％）
7,212万人
（68.9％）
7,212万人
（68.9％）

2,515万人
（24.0％）
2,515万人
（24.0％）
2,515万人
（24.0％） 1,589万人

（12.6％）
1,589万人
（12.6％）
1,589万人
（12.6％）

791万人
9.1％）
791万人
9.1％）
791万人
9.1％）

実績値
（国際調査等）

日本の人口構成の推移

日本の将来推計人口
（2012年推計値）

日本の将来推計人口
（2012年推計値）

日本の将来推計人口
（2012年推計値）

（出典）総務省「国勢調査」および「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所
　　　「日本の将来推計人口（2012年 1月推計）：出生中位・死亡中位推計」
　　　（各年 10月 1日現在人口）、厚生労働省「人口動態統計」

　
　
　

10
％
に
な
っ
た
背
景

　

消
費
税
は
社
会
保
障
費
の
財
源
と

し
て
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
増
税
と

な
っ
た
背
景
に
は
日
本
で
急
速
に
進

む
少
子
高
齢
が
関
係
し
て
い
ま
す
。

　

今
の
ま
ま
少
子
高
齢
化
が
進
む

と
、２
０
６
０
年
に
は
総
人
口
が
９
，

０
０
０
万
人
を
切
り
、
高
齢
化
率
は

約
40
％
に
な
る
と
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

現
在
、
年
金
や
医
療
、
介
護
な
ど

の
社
会
保
障
費
は
急
激
に
増
加
し
て

い
ま
す
。
対
し
て
税
収
は
、
減
少
を

続
け
て
お
り
、
歳
出
に
対
し
て
不
足

し
て
い
ま
す
。
国
の
歳
入
の
う
ち
約

３
分
の
１
を
国
に
よ
る
借
金
に
頼
っ

て
い
る
の
が
現
状
で
す
。

▲ポイント還元対象店舗は
このマークが目印です

ン
パ
ク
ト
カ
ー
ほ
ど
割
合
額
が
大
き

く
、排
気
量
に
よ
っ
て
は
最
大
で
４
，

５
０
０
円
減
税
さ
れ
ま
す
。

■ 

環
境
性
能
割
の
臨
時
的
軽
減

　

新
車
、
中
古
車
に
関
わ
ら
ず
、
令

和
元
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
２
年
９

月
30
日
ま
で
に
環
境
性
能
割
※
の
税

率
１
％
分
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

※
環
境
性
能
割
…
令
和
元
年
10
月
か

　

ら
自
動
車
取
得
税
に
代
わ
り
導
入

　

さ
れ
た
購
入
時
の
税
。

●
問
い
合
わ
せ　

　

熊
本
県
自
動
車
税
事
務
所

☎
０
９
６（
３
６
８
）４
０
２
０

大
で
５
％
の
ポ
イ
ン
ト
還
元
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
フ
ラ
ン
チ
ャ

イ
ズ
チ
ェ
ー
ン
加
盟
店
舗
な
ど
で
は

２
％
）。

※
制
度
名
称
を
騙
り
、
個
人
情
報
を

　
　
　

税
率
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応

　

日
々
の
生
活
に
お
け
る
負
担
を
減

ら
す
た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
対
応
が
あ

り
ま
す
。そ
の
一
部
を
紹
介
し
ま
す
。

■ 

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
に

　

対
す
る
ポ
イ
ン
ト
還
元
制
度

　　

令
和
２
年
６
月
ま
で
、
対
象
店
舗

で
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
・
デ
ビ
ッ
ト

カ
ー
ド
・
電
子
マ
ネ
ー
・
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
な
ど
で
代
金
を
支
払
う
と
最

令
和
元
年
10
月
開
始

消費税の内容についてより詳しく知りたい場合は、
政府広報のホームページ（https://www.gov-
online.go.jp/cam/shouhizei/）をご覧ください。

 information

！ ？

？

？

？ ■ 「これまで」の社会

軽減税率制度について

　消費税率を引き上げたあと、日々の生活に
おいて幅広い消費者が購入している飲食料品
（酒類・外食を除く）などの購入に係る税率を
８％に据え置く制度です。

！
令和元年10月開始

新 聞

食 料 品

テイクアウト※・
宅配など

  酒類（酒税法規定）

  外食

サービスや医薬品、医
薬部外品など

※持ち帰りだけでなく店舗内で飲食ができる店舗の場合は販売時
点で持ち帰りは軽減税率、飲食の場合は標準税率が申し出によ
り適用されます。

ケータリング・
出張料理など
指定された店舗
外の場所で食料
を提供する

有料老人ホームで
の飲食料品の提
供・学校給食など

定期購読契約
された週２回
以上発行され
るもの

人の飲食用に提供され
ているもの

その他の品目軽減税率対象品目
軽減税率軽減税率８８％％ 標準税率標準税率1010％％

　
　
　

増
収
を
受
け
た
取
り
組
み

　

消
費
税
は
全
世
代
に
等
し
く
か
か

る
と
同
時
に
国
の
税
収
の
約
３
分
の

１
の
割
合
を
占
め
る
重
要
な
税
で

す
。
今
回
の
増
税
か
ら
「
全
世
代
型

の
社
会
保
障
」
へ
の
転
換
が
国
か
ら

も
明
言
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

皆
さ
ん
の
生
活
に
も
密
接
に
関
わ

る
増
税
に
よ
っ
て
行
え
る
よ
う
に

な
っ
た
社
会
保
障
の
内
容
を
次
の

ペ
ー
ジ
で
紹
介
し
ま
す
。

！

■ 社会保障費・国債発行額の増大

社会保障費 11.5兆円

2014年度約30年前
（1990年度）

現在
（2017年度）

　30.2兆円 32.5兆円 約３倍に

国債発行額 　7.3兆円 　38.5兆円 34.4兆円 約５倍に

経済成長や消費税率引き上げなどによる税収増、歳出
の重点化・効率化などにより国債発行額を縮減

もっと知りたい！消費税

●問い合わせ　消費税軽減税率電話相談センター
　　　　　　　☎ 0120（205）553
　※受付時間　午前９時～午後５時（土・日・祝を除く）

次の頁へ

■ 「これから」の社会

これまでは現役世代が
高齢者を支える仕組み

00000

も
っ
と

知
り
た
い
！

消
費
税
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